







































































































































































































































































































































































































































































































燃料 ＣＮＧ ＬＰＧ ガソリン 軽油
型式 LD-BZU300(改） LＤ－ＢＺＵ３００ LＤ－ＢＺＵ３００ PB-XZU306A
価格 437.6 296.1 242.1 319.8
補助１ 58.0★ 23.0*＊＊
補助２ 58.0*＊
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した排出ガスデータを使用すべきであろう。
また，自動車Ｎｑ・ＰＭ法に関しては，対象地
域で効果が出始めているため，様子を見つつその
適用範囲の拡大と罰則の強化を検討していかなけ
ればならない。さもなくぱ，営業所を適用地域以
外に移すなどのいたちごっこが続いてしまい，根
本的な解決にはならないからだ。
おわりに
この論文では，現在の制度などの現状把握から
始まり，国際的な比較も含めて日本における低公
害車政策の更なる問題点を浮き彫りにすることが
できた。そこで，各問題点について若干の提言を
行ってみたい。
(1)政府・自治体レベルにおける評価基準の統一
平成12年度と17年度の規制は，数値も試験方法
も異なることは前述のとおりである。そして，自
動車グリーン税制における低減レベルも異な
り，２つの規制には規制値の連続性を見い出しに
くい。また，低排出ガス車に認定された場合には
ステッカーを貼ることができるが，そこに表示さ
れる'情報を「平成17年度基準排出ガス50％低減レ
ベル」と大きく表示することは税制優遇が受けら
れる点を強調できるが，実際の排出ガスに含まれ
る有害物質の含有量（例えばＣＯ：1.15以下／
NＭＨＣ：0.025以下／ＮＱ：0.025以下など）で表
示した方が，一般の自動車ユーザーにとっては分
かりやすい。この表示は，低公害車政策に関わっ
ている人間のみ理解できるように貼るのではなく，
制度を知らない人々にも分かりやすくその内容を
伝える意味を持っている。試験方法の違いという
問題はあるものの，２つの規制値を知らなくとも
｢ＣＯ：3.30以下」「ＣＯ：1.15以下」を見比べれば
環境性能がどれだけ優れているかは一目瞭然であ
る。従って，規制値の○％削減というよりも，数
値そのものを表示すべきであろう。
試験方法に関しては，低排出ガス車認定制度と
八都県指定低公害車制度における試験方法が異な
っていた(54)。初期値で計測した場合には，一定距
離走行した値と比較してその数値が良い場合が多
い。自動車は，走行している間に排出ガス性能も
劣化してくるため，初期値で計測された排出ガス
データが，８万キロ走行した後でも同じ性能であ
るという保証は全くない。従って，コストや時間
の問題もあるかもしれないが，初期値での計測に
は限界があるので，一定距離を走行した後に測定
(2)税制・補助金制度の見直しと経済的インセン
ティヴの確立
税制に関しては現在，環境税の導入が検討され
ているが，その使途の大部分が未だ未確定である
ことなど，不確定要素が多い。新たに環境税とい
う形で税金を上乗せするよりも,従来ある税を｢環
境税」の形で明確に「振り替えていくこと」を検
討することが先であろう。それは，とりもなおさ
ず石油に対する課税の根本的な見直しにつながっ
ていくはずである。エネルギー政策の側面からも，
税制の見直しとその率の変化は重要な課題であり，
これを調整することでエネルギーのバランスを取
ることも可能である。当然ながら，そこには海外
における課税状況との整合性にも留意する必要が
ある。
二酸化炭素削減に関しては，民間企業が環境と
コストを上手く結びつけたコンテンツを提供して
いる。例えば「e燃費」では，携帯電話を用いて
燃費を登録し，オンライン管理する。給油時に給
油量とオドメーターの数字を確認し，携帯電話で
インターネットに接続し，数値を入力するとマイ
カーの燃費やユーザ同士の燃費競争，寄せられた
情報をもとに二酸化炭素排出量や現在のガソリン
価格などが提供される。これらの情報をデータベ
ース化していくことで，自動車の燃費や運転手の
運転偏差値判定，自動車の消耗品管理など，楽し
みながら節約ができる仕組みになっており，これ
までにのべ26万人が登録している(55)。これは，消
費者レベルにおけるムーヴメントという意味で貴
重であり，またこのような動きが積み重なって二
酸化炭素や排出ガス削減に繋がっていく可能`性も
秘めている。このようなムーヴメントを起こすに
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(5)低公害車政策に対する政府の姿勢の明確化
これは(1)～(4)までの根幹を成す，最も重要な問
題点である。低公害車政策はエネルギー政策とも
密接に関わっており，エネルギー政策における方
針を的確に捉えていく必要がある。必要なことは，
化石燃料を全てやめてしまうことではなく，エネ
ルギーの特徴に応じてその特徴を生かせる分野に
徐々に切り替え，エネルギーの分散化を図ること
にある。エネルギーの－極集中を防ぐことで，多
様なエネルギーの安定供給が可能となり，それが
新しい産業における市場を生み出す。また，これ
が化石燃料価格の高騰や枯渇問題に対する対応策
のひとつになる点も見逃せない。そのためには，
国際的な取り組みを進めると同時に石油代替エネ
ルギーの開発・利用拡大，新エネルギー普及のた
めの政策（導入支援，インフラ整備等）を行う必
要がある。
物流の効率化，モーダルシフト，交通需要マネ
ジメント等における省エネルギー対策（エネルギ
ー消費の効率化）はもちろんのこと，基礎研究や
技術開発の促進といった「環境保全や効率化の要
請に対応しつつ，エネルギーの安定供給を実現す
る」（59)ための取り組みが不可欠であるのはいうま
でもない。
ここで指摘した中でも重要なことは，問題点の
列挙だけではない。低公害車政策はひとつの政策
ではあるが，様々な構成要素によって成り立って
おり，しかもそれらが，提言の中でも触れたよう
に有機的に連動しなければ効果を発揮することは
できない。つまり，直接規制や補助金，税制，経
済的インセンティヴなど様々な要素がうまくかみ
合うことによってひとつの環境政策として機能す
る。更にいえば，日本における低公害車政策はど
うあるべきかという「指針」が必要となるのだ。
ただし，困難であるのは低公害車政策の鳥臓と
変化の把握，そしてその変化にどのように整合J性
を持たせながら対応していくかということにある。
より具体的な提言に関しては，次回の研究課題と
したい。
'よ，既存のプラットフォームで今すぐ゛誰にでも参
加できる内容であることや，数百，数千の10％削
減よりも１００万人の１％こそが重要となる(56)。大
気汚染や二酸化炭素削減問題は目に見えず把握が
困難であるため，数値や金額など具体的な値で表
していくことにその効果がある。
(3)石油依存型の燃料体系からの脱却
化石燃料依存からの脱却の重要'性は改めていう
までもないが，法律でその導入を義務づけるなど，
低公害車の位置づけを明確にする必要がある。こ
れにより，自動車市場で数％程度のシェアを持つ
ことで新たな産業の育成と技術の開発，そしてそ
の応用が可能となる。それにはまず，低公害車と
は何かという定義がしっかりしていなくてはなら
ない。これは，特に(5)に関連してくる問題である。
｢実用化段階にある低公害車」と「クリーンエネ
ルギー自動車｣は,それぞれ定義が異なっている(57）
が，石油代替エネルギーを重視する視点に立った
場合，ガソリンのみで走る低排出ガス自動車は低
公害車に含めるべきではないだろう。
総合資源エネルギー庁の試算では，2010年まで
にクリーンエネルギー自動車を348万台普及させ
ることを目標にしている。これは，日本で保有し
ている自動車の台数を約7700万台とし(認)，2010年
にもその台数が増えないと仮定すると，全自動車
保有台数における低公害車の割合は約５％という
計算になる。これは現在の普及状況よりもかなり
多い数字であり，市場の創出という意味でも重要
な示唆を含んでいる。
(4)政府施策としての強制力の強化
これは，(1)～(3)に関わってくる。法規適用範囲
の広域化，環境税などの税制，低公害車導入の義
務づけなど，政府の施策によって強制力を強化し
なければならないことを意味する。実際に欧米で
は法令化とその実践が行われているが，日本でも
低公害車の導入義務の法令化と実践が不可欠であ
る。それは，政府の施策としての低公害車政策，
つまり(5)がなければ生じ得ないのである。
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